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研究成果の概要（和文）：わが国で乳癌治療を受けた経験のある患者1558名を対象とした。客観的経済毒性はか
かった医療費が世帯収入の20％を超える場合を経済毒性あり、また主観的経済毒性はCOST尺度のGrade1-3を経済
毒性ありと定義して、客観的・主観的の両面から経済毒性の有病率の差を検討した。
客観的FTは1558例中271例（17.4％）で経済毒性ありと評価された。また主観的経済毒性は有効回答1552例中
1020例（65.7％）でFTありと評価された。
経済毒性は客観的経済毒性と主観的経済毒性で有病率におおきな乖離があることが分かった。

研究成果の概要（英文）：A total of 1558 patients who had undergone breast cancer treatment in Japan 
were included in the study. The objective financial toxicity was defined as economic toxicity when 
medical expenses exceeded 20% of household income, and the subjective financial toxicity was defined
 as Grade 1-3 on the COST scale.
Objective financial toxicity was evaluated as presence of economic toxicity in 271 (17.4%) of 1558 
patients. Subjective financial toxicity was evaluated as financial toxicity in 1020 (65.7%) of 1552 
valid responses.
There was a large discrepancy between the prevalence of objective financial toxicity and subjective 
financial toxicity.

研究分野：ヘルスアウトカムリサーチ

キーワード： 経済毒性　乳癌
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究から、経済毒性（Financial toxicity:FT）は客観的FTと主観的FTで有病率におおきな乖離があることが
分かった。今回検討に用いた定義は、いずれも米国で一般的に用いられているものである。米国とは医療提供体
制、公的医療保険を含む社会保障制度が異なるわが国においてFTを検討する際には、わが国の現状に合ったFTの
定義を検討する必要性がある事が示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

臨床研究のヘルスアウトカム指標においては、測定・評価方法の標準化は極めて重要

である。例えば身体的な毒性は有害事象共通用語規準（Common Terminology Criteria for 

Adverse Events：CTCAE）という形式で世界的に標準化されている。しかし現状では経済毒性

（Financial toxicity：FT）（医療にかかる金銭的負担が、患者のウェルビーイング、財政的安

定、そして全身の健康に及ぼす負の影響と定義される）には定まった評価方法はない。 

FT の評価方法は客観的評価と主観的評価の二つに大別される。客観的評価とは実際の

金銭的な負担を評価する方法で，かかった医療費が世帯収入の 20％を超える場合を経済毒性あ

りとするのが一般的である。主観的評価は FT が患者のライフスタイルに及ぼす影響を患者報告

型アウトカムとして評価する方法であり、Comprehensive Score for financial Toxicity （COST）

スコアが代表的な尺度である。これら客観的・主観的 FT についてわが国で治療経験のある乳癌

患者を対象として評価を行い、有病率の差を検証することとした。 

 

２．研究の目的 

本研究では FT の評価方法について、客観的視点と主観的視点の両面から検証し、有病率の差を

明らかとする。 

 

３．研究の方法 

わが国で乳癌治療を受けた経験のある患者 1558 名を対象とした。客観的 FT はかかった医療費

が世帯収入の 20％を超える場合を経済毒性あり、また主観的 FT は COST 尺度の Grade1-3 を経済

毒性ありと定義して、客観的・主観的の両面から FT の有病率の差を検討した。 

 

４．研究成果 

【結果】 

客観的 FT は 1558 例中 271 例 （17.4％）で FT ありと評価された。また主観的 FT は有効回答 1552

例中 1020 例（65.7％）で FT ありと評価された。（図 1） 

 

【考察】 

経済毒性は客観的 FT と主観的 FT で有病率におおきな乖離があることが分かった。今回検討に

用いた定義は、いずれも米国で一般的に用いられているものである。米国とは医療提供体制、公

的医療保険を含む社会保障制度が異なるわが国において FT を検討する際には、わが国の現状に

合った FT の定義を検討する必要性がある事が示唆された。 

 
 
 
 



図 1. わが国で治療経験のある乳癌患者の主観的経済毒性 
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